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事業の名称等 熊谷市役所本庁舎（事務棟）耐震化について 

１．実施日時等   平成２４年 ９月以降 

２．対象 

３．主催者・関係者 

（１）団体名等 

（２）代表者名                    ＴＥＬ 

４．事業内容 

 

 

 

 

５．目的・理由 

 

６．経緯・経過 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．影響・効果 

 

 

８．この事業の実施による特記事項 

 

 

（１）県内の状況 

  ア．県内で初めて イ．県内で    番目     

（２）他市が実施している事業に比べて本市の特色 

  ・他市と同じ 

※ 資料の有無（ 有 ・ 無 ） 

担当課                     担当者 

連絡先 ＴＥＬ                     

 

本庁舎の耐震化については、耐震補強工事により対応することとした。具体的な工法と

しては、事務棟を制震工法で、議会棟を在来工法で実施していくものとし、また、その結

果として求めるＩｓ値の目標を０．７５以上として、今年度中には設計に着手する。 

現在、特に数値の低かった議会棟について、Ｉｓ値０．３以上を目指した緊急補強工事

の設計を進めている。 

 

 

大地震の発生に際して庁舎利用者の安全確保と防災拠点としての機能確保を図るため。 

熊谷市役所本庁舎事務棟（以下、本庁舎という。） 

 

熊谷市 

  

平成２３年度に実施した耐震診断の結果、熊谷市役所本庁舎は、地階を除くとＩｓ値が０．

６未満であった。この数値は、震度６強以上の地震で倒壊又は崩壊する危険性が高いとされ

ていることから、耐震化を「建替え」で対応するか、「耐震補強」で対応するか基本的な方

向付けを得る必要が生じた。このため、市議会代表と執行部とで構成する「市役所本庁舎耐

震化検討委員会」を本年４月設置し、検討を進めてきた。このたび、この委員会の検討結果

がまとまり、比較的短期間での耐震化の対応が可能であり、費用もそう多額とならないなど、

耐震補強工事のほうがメリットが大きいことが判断のポイントとなって、その方向で進める

こととなったもので、今後、この基本的な方向に沿って、設計、工事等を進めていくことと

なったものである。 

本庁舎の耐震化を図ることにより、市民に安心して利用してもらえるとともに、防災上

重要な施設としての機能を早期に確保することができる。 

 

 

茂木 克夫 

TEL048-526-5433 

総務部庶務課 

平成 24 年 6 月 27 日発表 

担当課：庶務課 



 資料  

 本庁舎の施設概要 

 位置 熊谷市宮町二丁目４７番地１ 

建築年 昭和４８年３月 

延べ床面積（事務棟） ７,９８６．０２㎡（鉄骨鉄筋コンクリート造）地下１階地上８階建 

      耐震性能０．１２９～０．４３４（地階除く） 

     （議会棟） ４,５９６．０７㎡（鉄筋コンクリート造）地下１階地上２階建 

      耐震性能０．０８３～０．５６９（地階除く） 

       計  １２,４９２．２９㎡ 

耐震補強工法 

 ※費用欄の金額は、設備更新・リニューアルなどは含まない、補強工事のみの推計額である。 

 

建替えの場合 

 費用 約９０億円（用地費等含まない純粋な建物の建築費のみ） 

 推計根拠 本庁舎及び３行政センターの正規職員数７５０人 （ア） 

      一人当たり床面積を３０㎡ （イ） 

      一般的な庁舎建設費用１㎡単価 約４０万円 （ウ） 

     （ア）×（イ）×（ウ）＝約９０億円 

着手時期 庁舎の位置、施設規模などの検討に時間がかかり着手までに相当の期間を要する。 

 概  要 費  用 着手時期 

在来工法 
補強壁などで揺れに耐え

る 

約２２億円 

早期着手可能 

制震工法 
制震装置（オイルダンパー

など）で揺れを制する 

約１８億円 

免震工法 
免震装置で地震動が建物

に伝わるのを防ぐ 

在来、制震に比

べて高い 

在来、制震に比べると若干遅

くなる 


